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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 374,888 4.0 9,729 117.9 15,778 37.8 8,349 6.8
22年3月期第3四半期 360,509 8.2 4,465 88.6 11,453 58.1 7,818 99.0

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 41.94 ―
22年3月期第3四半期 39.27 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 489,724 307,246 61.2 1,506.23
22年3月期 484,674 301,792 60.7 1,478.77

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  299,803百万円 22年3月期  294,359百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― 11.00 11.00
23年3月期 ― ― ―
23年3月期 

（予想）
11.00 11.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 493,000 1.5 10,000 51.0 17,000 6.3 7,000 △26.1 35.16



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。 
 なお、当第3四半期決算短信の開示時点において、当第3四半期連結会計（累計）期間に係る四半期連結財務諸表に関する監査法人のレビュー手続き
は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）3ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 207,679,783株 22年3月期  207,679,783株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  8,637,710株 22年3月期  8,624,246株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 199,049,902株 22年3月期3Q 199,062,316株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の持ち直し等により緩やかな回復

の兆しがみられたものの、雇用・所得環境に改善が見られず、円高の長期化に加えて、政策効果も息切れするなど

停滞感が強まり、依然として先行き不透明な状態で推移いたしました。  

 一方、当社グループの主要な事業にあたる輸送業界では、個人消費の持ち直しを背景に、消費関連の貨物輸送量

が回復基調にあるものの、顧客の物流コスト削減ニーズは同業者間の競争に拍車を掛け、環境対策費や燃油費が増

加するなど、厳しい経営環境が続きました。  

 このような状況のもと、当社グループでは、最終年度となる中期経営計画「ＣＳ向上 ３ヵ年計画」を施策の中

心に据え、顧客満足度の追求を基盤として、利益体質への転換を推進し、企業価値の向上に努めてまいりまし

た。  

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、3,748億88百万円（前年同期比4.0％増）となり、営業利益

は97億29百万円（前年同期比117.9％増）、経常利益は157億78百万円（前年同期比37.8％増）、四半期純利益は83

億49百万円（前年同期比6.8％増）となりました。  

 

 セグメント業績は、次のとおりであります。  

 

①輸送事業  

 輸送事業におきましては、“物流を通じて、お客様に喜んでいただける最高のサービスを常に提供し、国家社会

に貢献する”という輸送立国の使命のもと、お客様の利便性を追及した「ｗｅｂ受取商品状況照会サービス」や

「リードタイム検索システム」の導入拡大により、一層のＣＳ向上を図ってまいりました。また、利益体質への転

換を図るため、適正運賃の収受や業務効率化により一層の生産性向上に取り組むとともに、着荷主様の利便性を重

視したＶＭＩや中小企業の３ＰＬ事業需要に対応したロジスティクス事業の拡大、西武運輸株式会社の急便ネット

ワークを利用した航空代行商品の拡販ならびにＥＣ事業の展開を進めてまいりました。  

 この結果、売上高は2,790億１百万円（前年同期比2.2％増）となり、営業利益は58億35百万円（前年同期比

431.8％増）となりました。  

 

②自動車販売事業  

 自動車販売事業におきましては、エコカー補助金の終了や、駆け込み需要の反動から新車販売の苦戦が予想され

る中、中古車販売に加え、車検をはじめとする整備入庫に注力するとともに、作業の効率化を図るなど、引き続き

利益体質の確立に努めてまいりました。  

 乗用車販売におきましては、新車販売台数は、エコカー補助金終了による反動減により、９月以降４ヵ月連続で

前年実績を下回りましたが、それまでの補助金・減税効果による販売増に加え、地域に密着した販売努力の成果も

相まって、累計では前年同期を上回りました。  

 トラック販売におきましては、補助金効果と大型トラックのポスト新長期排ガス規制前の駆け込み需要により新

車販売台数は前年同期を上回りました。  

 この結果、売上高は653億63百万円（前年同期比7.0％増）となり、営業利益は24億85百万円（前年同期比21.1％

増）となりました。  

 

③物品販売事業 

 物品販売事業におきましては、燃料販売や紙・紙製品販売に代表される物品販売事業で、主力である燃料販売で

は、販売単価の上昇や販売数量の増加により、売上高は201億２百万円（前年同期比25.2％増）となりましたが、

営業利益は４億44百万円（前年同期比7.2％減）となりました。  

 

④不動産賃貸事業  

 不動産賃貸事業におきましては、都市開発の影響や狭隘化などの理由で代替施設が設置された西濃運輸株式会社

を始めとする輸送事業グループのトラックターミナル跡地を、賃貸に供することで経営資源の有効活用に努めてお

ります。また、輸送事業グループ以外の事業会社においても、資産の有効活用を図ることを目的に賃貸事業を営ん

でいるものもあります。  

 売上高は10億63百万円（前年同期比13.6％増）、営業利益は８億88百万円（前年同期比13.4％増）となりまし

た。  

 

⑤その他  

 その他におきましては、情報関連事業、人材派遣事業、住宅販売業などで、売上高は93億56百万円（前年同期比

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



1.8％減）、営業利益は３億31百万円（前年同期比50.5％増）となりました。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、4,897億24百万円と前連結会計年度末に比べ50億49百万円の増加とな

りました。固定資産が減少したものの、現金及び預金、営業未収金及び売掛金などの流動資産が増加したことが主

な要因であります。負債については、1,824億78百万円と前連結会計年度末に比べ４億３百万円の減少となりまし

た。また、純資産については、3,072億46百万円と前連結会計年度末に比べ54億53百万円の増加となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 わが国経済の今後を見通しますと、海外経済の改善等により持ち直しが期待されるものの、海外景気の下振れや

デフレの影響、雇用情勢の悪化が懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況が続くと予測されます。  

  当社グループの事業の中心を占める輸送業界におきましても、個人消費の増加を背景に貨物輸送量の回復が期待

されるものの、環境保全のための費用増や中東地域の政情不安等により燃油費のさらなる上昇が見込まれるなど、

引き続き厳しい経営環境が続くものと予想されます。  

 このような状況の中で、さらなる経営効率の向上を図り、引き続き利益体質の確立に努めてまいります。  

 

 なお、当社グループの通期の連結業績につきましては、平成22年11月12日の決算短信で公表いたしました通期の

連結業績予想の数値に変更はありません。  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 簡便な会計処理  

 ①たな卸資産の評価方法 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高は、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理

的な方法により算定しております。 

  

 ②固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

定する方法によっております。 

  

 ③繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

  会計処理基準に関する事項の変更 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益が265百万円減少し、税金等調整前四半期純利益

が1,943百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は2,470百万円であ

ります。 

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 53,963 49,035

受取手形 10,474 9,528

営業未収金及び売掛金 88,689 85,122

有価証券 5,055 2,266

たな卸資産 9,102 10,588

繰延税金資産 2,107 4,194

その他 5,675 5,221

貸倒引当金 △415 △506

流動資産合計 174,652 165,451

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 87,678 89,727

機械装置及び運搬具（純額） 16,777 17,608

工具、器具及び備品（純額） 1,642 1,539

土地 163,967 164,247

建設仮勘定 948 31

その他（純額） 682 555

有形固定資産合計 271,697 273,710

無形固定資産   

のれん 1,178 1,553

その他 4,677 4,718

無形固定資産合計 5,856 6,271

投資その他の資産   

投資有価証券 20,939 22,821

長期貸付金 235 264

繰延税金資産 12,052 11,189

その他 5,231 5,971

貸倒引当金 △940 △1,006

投資その他の資産合計 37,518 39,241

固定資産合計 315,072 319,223

資産合計 489,724 484,674



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 6,542 4,688

営業未払金及び買掛金 48,239 46,262

短期借入金 2,758 2,643

未払金 13,299 11,722

未払費用 8,141 12,004

未払法人税等 1,353 4,557

未払消費税等 3,716 2,815

その他 14,508 11,739

流動負債合計 98,559 96,432

固定負債   

長期借入金 475 654

繰延税金負債 13,871 14,556

退職給付引当金 55,102 54,574

役員退職慰労引当金 1,346 1,473

資産除去債務 2,437 －

負ののれん 10,193 14,728

その他 492 462

固定負債合計 83,918 86,449

負債合計 182,478 182,882

純資産の部   

株主資本   

資本金 42,481 42,481

資本剰余金 74,265 74,266

利益剰余金 189,266 183,105

自己株式 △8,602 △8,594

株主資本合計 297,411 291,258

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,942 3,808

土地再評価差額金 △253 △251

為替換算調整勘定 △297 △456

評価・換算差額等合計 2,392 3,101

少数株主持分 7,442 7,433

純資産合計 307,246 301,792

負債純資産合計 489,724 484,674



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 360,509 374,888

売上原価 331,283 340,531

売上総利益 29,226 34,356

販売費及び一般管理費 24,760 24,627

営業利益 4,465 9,729

営業外収益   

受取利息 93 57

受取配当金 361 413

負ののれん償却額 5,543 4,535

その他 1,177 1,290

営業外収益合計 7,176 6,295

営業外費用   

支払利息 103 40

持分法による投資損失 51 142

その他 34 64

営業外費用合計 188 247

経常利益 11,453 15,778

特別利益   

固定資産売却益 140 435

役員退職慰労引当金戻入額 54 －

賃貸借契約解約益 60 －

負ののれん発生益 － 32

その他 34 21

特別利益合計 289 489

特別損失   

固定資産処分損 767 449

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,678

投資有価証券評価損 230 360

関係会社整理損 － 177

減損損失 47 71

退職給付制度終了損 － 107

退職給付費用 － 166

和解金 － 300

その他 171 74

特別損失合計 1,216 3,384

税金等調整前四半期純利益 10,526 12,883

法人税、住民税及び事業税 1,916 3,284

法人税等調整額 684 1,019

法人税等合計 2,601 4,304

少数株主損益調整前四半期純利益 － 8,579

少数株主利益 107 229

四半期純利益 7,818 8,349



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 10,526 12,883

減価償却費 13,604 12,376

減損損失 47 71

負ののれん償却額 △5,543 △4,535

のれん償却額 380 375

負ののれん発生益 － △32

貸倒引当金の増減額（△は減少） △77 △126

退職給付引当金の増減額（△は減少） 90 527

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △241 △126

受取利息及び受取配当金 △455 △470

支払利息 103 40

投資有価証券評価損益（△は益） 230 360

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） 627 13

持分法による投資損益（△は益） 51 142

関係会社整理損 － 177

売上債権の増減額（△は増加） △2,536 △4,526

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,479 1,064

仕入債務の増減額（△は減少） 2,903 3,831

仕入債務に係る信託受益権の増減額(△は増加) 10,813 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,678

未払費用の増減額（△は減少） △3,784 △3,863

その他の負債の増減額（△は減少） － 4,027

その他 458 975

小計 25,720 24,866

利息及び配当金の受取額 476 534

利息の支払額 △103 △40

法人税等の支払額 △2,318 △6,300

営業活動によるキャッシュ・フロー 23,775 19,060

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △7,391 △6,094

定期預金の払戻による収入 9,913 4,819

有価証券の償還による収入 380 1,900

有形及び無形固定資産の取得による支出 △10,869 △9,948

有形及び無形固定資産の売却による収入 724 1,240

投資有価証券の取得による支出 △29 △25

投資有価証券の売却及び償還による収入 523 18

子会社株式の取得による支出 △411 △164

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

5,737 －

投資その他の資産の増減額（△は増加） △103 269

貸付けによる支出 △87 △50

貸付金の回収による収入 130 95

その他 △237 △356

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,720 △8,296



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △13,010 200

長期借入金の返済による支出 △2,271 △264

自己株式の取得による支出 △9 △8

自己株式の処分による収入 0 0

配当金の支払額 △2,189 △2,189

少数株主への配当金の支払額 △10 △26

その他 0 △118

財務活動によるキャッシュ・フロー △17,490 △2,406

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,574 8,353

現金及び現金同等物の期首残高 35,625 43,667

現金及び現金同等物の四半期末残高 40,200 52,020



 該当事項はありません。 

  

（事業の種類別セグメント情報）  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法：輸送事業、自動車販売事業、物品販売事業、不動産賃貸事業、その他の事業の５区分とし

ております。 

２ 各事業区分の主要商品 

    前第３四半期連結累計期間  

  

（所在地別セグメント情報） 

 前第３四半期連結累計期間については全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を

超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

（海外売上高）  

 前第３四半期連結累計期間における海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

（セグメント情報） 

１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、純粋持株会社である当社において、「輸送事業」を統括する輸送事業企画部、「自動車

販売事業」及び「物品販売事業」並びにその他の事業を統括する自動車販売・関連事業企画部をおき、その

統制のもと、取り扱う製品・サービス別に、担当する各連結子会社が各々包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。また、各連結子会社は、それぞれ保有する不動産を有効活用する目的で、「不動産賃

貸事業」を展開しております。  

 したがって、当社グループは、各連結子会社の営む主要な事業の内容を基礎とした製品・サービス別の事

業セグメントから構成されており、「輸送事業」、「自動車販売事業」、「物品販売事業」及び「不動産賃

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
輸送事業 
（百万円） 

自動車販売 
事業 

（百万円） 

物品販売
事業 

（百万円）

不動産賃貸
事業 

（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円）

連結
（百万円）

 売上高                                                

（1）外部顧客に対

する売上高 
 272,914  61,073  16,056  936  9,527  360,509  ―  360,509

（2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

 1,205  3,681  15,641  ―  8,760  29,288  (29,288)  ―

計  274,120  64,755  31,697  936  18,288  389,798  (29,288)  360,509

 営業利益     1,097  2,053  478  783  220  4,633  (167)  4,465

事業区分 主要商品等

輸送事業 

カンガルー特急便、カンガルー引越便、カンガルー航空便、カンガルーミニ便、カン

ガルースーパー９・10、カンガルー貸切便、カンガルーチルド便、カンガルービジネ

ス便、JITBOXチャーター便等の輸送 

自動車販売事業 車両・部品等の販売及び修理 

物品販売事業 燃料・紙及び紙製品・その他物品等の販売 

不動産賃貸事業 土地・建物等の不動産の賃貸 

その他の事業 

ソフトウェアの開発、ＯＡ機器等の販売、物流ITサービスの提供、産業工作機械・車

両・電子機器等のリース、広告代理店業、人材派遣業、旅行代理店業、建築工事請負

業、タクシー業等  



貸事業」の４つを報告セグメントとしております。 

 各報告セグメントの製品・サービスの種類は以下のとおりであります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日）  

 （単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報関連事業、住宅

販売業、タクシー業、旅行代理店業、建築工事請負業、人材派遣業等を含んでおります。  

２．セグメント利益の調整額 百万円には、セグメント間取引消去 百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用 百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない提出会社の営業費用であります。 

 ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

  

（追加情報）  

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

報告セグメント 製品・サービスの種類

輸送事業 

カンガルー特急便、カンガルー引越便、カンガルー航空便、カンガルーミニ便、カン

ガルースーパー９・10、カンガルー貸切便、カンガルーチルド便、カンガルービジネ

ス便、JITBOXチャーター便等の輸送 

自動車販売事業 車両・部品等の販売及び修理 

物品販売事業 燃料・紙及び紙製品・その他物品等の販売 

不動産賃貸事業 土地・建物等の不動産の賃貸 

  輸送事業 
自動車販売

事業 
物品販売
事業 

不動産賃
貸事業 

その他
(注）１ 

計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注）３ 

売上高               

外部顧客への売上高  279,001  65,363  20,102  1,063  9,356  374,888 ―  374,888

セグメント間の内部 
売上高又は振替高  1,055  5,898  18,587 ―  9,437  34,979    △34,979 ― 

計  280,057  71,262  38,689  1,063  18,794  409,868  △34,979  374,888

セグメント利益  5,835  2,485  444  888  331  9,985  △255  9,729

△255 196

△451

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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